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W.F. エクロイド「自助の政策」
―公正貿易論者のバイブル—~
?
井 政
?
19世紀末，大不況期 (1873-96年）のイギリスでは，輸出の不振と失業の増加
によって，自由貿易政策に対する不信の声が次第に高まりつつあった。それを
組織化し， リードしたのは国民公正貿易同盟 (NationalFair Trade League)で，
それを中心に展開された政治運動が，いわゆる公正貿易運動 (FairTrade move-
ment)であった。そして，この運動の出発点となり，彼ら「公正貿易論者のバ
ィブル」1) となったのが， ここに紹介する W.F.ェクロイドの『自助の政策』
(1879年） (W. Farrer Ecroyd, The Policy of Self Help, suggestions towards the 
Consolidation of the Empire and the Defence of its Industries and Commerce, London) 
である。
(1) B.H. Brown, The Tariff Reform Movement in Great Britain 1881-1895, 
1943. p, 18. 
ー
著者エクロイドは杭毛工業家で，ランカシャーのバーンリーとヨークシャー
のプラドフォードに工場をもつウィリアム・エクロイド父子商会の経営者であ
った。 1840年代，彼は自由貿易の側に立って穀物法反対の運動に参加した。し
かしその後，外国がイギリス製品に対して関税障壁を築くにつれ，イギリスが
独り自由貿易国として留ることは不可能であると信ずるに至った。そこで1874
年と1880年の二度の選挙に立候補し，卒直に関税の必要を提唱した。二回の選
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挙戦では，ともに敗れたが， 1881年，プレストン（ランカシャー）の補欠選挙で
は公正貿易論者のスボークスマンとして圧倒的な支持をえて議会に送り込まれ
た。国民公正貿易同盟が結成されたのも同じ年であった。彼の『自助の政策J
はそれより 2年前に出版されており，すでに多大の反密を呼んでいた。
かつては自由貿易の闘士であったエクロイドがなぜ公正貿易運動のスポーク
スマンに改宗したのであろうか。それは一口でいえば， 1873年の恐慌以後の貿
易の不振，特にエクロイド自身についていえば毛織物輸出の不振，ということ
である。貿易の不振についてはいろいろの理由が考えられるであろう。しかし
公正貿易論者はその主たる原因を外国の関税ないし政府の補助金にあると考え
た。そこでこの「不公正な競争」 (unfair competition) から自らを防衛してマ
ーケット・シェアを確保し，同時に高まりつつある労働攻勢を抑圧することが
急務となってきた。この現実の前にエクロイドはもはやコプデニズムの陣営に
留ることを許されなかった。彼は自らの診断に基づいて処方箋を書き，これを
地方紙『プラドフォード・オプザーバー』に発表した。強烈な反響が直ちに現
われ，『タイムズ』や『エコノミスト』『ニューヨーク・タイムズ』その他の有
力新聞がこれを論評した。そこで彼は自らの処方箋の正しさが大衆に理解さ
れ，それが政府を動かす原動力になることを期待して，これをリプリントし，
『自助の政策』と題して公刊したのである。
2 
『自助の政策」が公刊されたのは1879年である。われわれはこの小冊小の内
容を理解するための前提として，まずその背景1)となっている70年代の事情に
ついて若干の点を指摘しておかねばならない。 (1)まず全般的にいって70年代は
高度成長を謳歌した「ヴィクトリア朝の繁栄」が去り，かつての工業覇権を失
ぃ，生産性の停滞が目立ち，それに付随して重要産業には高率の失業が生じ，
いわゆる「更年期」の様相を呈していた。穀産の衰退はいっそう劇的であっ
た。 安価なアメリカ小麦の淫々たる流入（小麦全供給量の四分の一以上を占めた）
168 
W.F. ェクロイド『自助の政策』 （荒井） 529 
におされて， 75年以降小麦価格は暴落し，イングランド南東部のごとき穀物生
産地帯は深刻な農業不況に悩まされていた。 (2)労働者階級の政治・経済力は急
速に伸びた。ニュー・モデルの組合運動，友愛組合，協同組合が築いてきた社
会的信頼の上に立って，組織労働者の全国的な統合団体「労働組合会議」 (T・
U• C・)がすでに1868年いらい結成されており，他方， 1867年の第二次選挙法
改正によって都市の労働者も選挙権を持つようになり，これらの力をバックに
して制定された1871年法と1875年法の二つの法律によって労働組合は強固な法
的地位を確立していたのである。 (3)対外的には関税障壁が高まっていた。いわ
ゆる「関税戦争」である。 1860年には英仏間に最恵国約款を含む互恵的な自由
通商条約（いわゆるコプデン条約）が，そして62年にはベルギーと， 65年にはプロ
シャおよびドイツ関税同盟との間にも締結されて，一時，自由化の傾向がみら
れたが， 1870年の普仏戦争と1873年の恐慌によって強力な経済的ナショナリズ
ムが拾頭し，自由化の傾向も長くは続かなかった。アメリカの場合はヨーロッ
バとは著しく異っていた。ヨーロッパで幾らか自由化の方向に傾いた時でも高
率の関税を設けていた。 1861年，モリル関税によって高率関税が課されていた
が，・1864年には再び引き上げられたため，南北戦争が終ったときには平均関税
率は従価47%に達していた。戦後は北部の工業資本の政治的圧力におされて高
関税政策が続いた。例えば1867年に羊毛工業家協会の圧力によって連邦政府は-毛織物関税を引き上げている。その後，財政的に余裕が生じたのと西部農民の
反対の動きによって1872年，鉄鋼・羊毛その他に対する高率保護関税は10彩引. 
き下げられた。しかしこの傾向は1873年の恐慌によって阻止され，1875年，再び
高率関税に立ち帰った1)。(4)1860年に締結されたコプデン条約の更新期 (180.
年）を目前にひかえ，政府は態度の決断を迫られていた。 (5)冒頭にあげた国民
公正貿易同盟 (N.F. T. R.)が結成される以前， 公正貿易を要求する多くの
団体が存在した。すでに1869年， Associationof the "ReviversD of British 
Industryと呼ばれるプレッシャー・グループがあった。 "ReviversDの目的は
「外国製船舶やこの国でも製造できる外国工業製品に関して関税表を改正する
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こと，並びにイギリス植民地からの食糧と原料には干渉しないよう十分注意
すること， を議会に請願するために 10万人の労働者の協力を得ることであっ
た。」2)その結果，多数の労働者の保護貿易団体が組織されたが，その大部分は
実体のない名称のみの団体に過ぎなかった。しかし1875年頃から以後になると
小規模の保護貿易団体が主な工業都市に生まれた。 Reciprocity Free Trade 
Association, National Society for the Defence of British Industries, 
National Industrial Defence Associationなどがそれで，これらの少数派
グループa)は不況時には俄かに活発になり，好転すると萎縮した。面白いこと
にはどの団体も 'Protection'という語を慎重に避けていることである。このこ
とは穀物法をめぐる抗争いらい，自由貿易は常に善であり，保護貿易は常に悪
である，というように，ごく素朴な形でイギリス人の脳裡に深く刻み込まれて
いたことを物語っている。
(1) 本書の背景について，高橋哲雄「大不況下のイギリス関税改革運動」 （『商学論究』
22号）：拙稿「大不況期 1873ー 96)イギリスの産業と貿易」 （関西大学経済政治研究
所・研究双書第22冊・昭40)を参照されたい。
(2) P.A. Jones, An Economic History of United States since 1783, 1965. pp.168ー
9. 
(3) Brown, op. cit., p. 5. 
(4) Ibid., pp. 5, 8, 15ー 16.
3 
『自助の政策」は 1879年に初版が出たあと， 何度か版を重ねたようである
が，ここに紹介するのは初版である。本書の構成は序文， 『プラドフォード・
オプザーバー』の編集者に宛てた第一書簡と第二書簡，および註解よりなる。
そこでエクロイドが提案している「自助の政策」とは具体的にはどういうこと
かといえば，それは， 「帝国の統合と商工業の防衛のための提案」という本書
の副題が暗示しているように，一方では外国工業製品に対して適当な率1)の輸
入税を課して「公正な貿易」を維持し，他方では帝国特恵制度（食糧に対する差
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別関税）を設けて「自由貿易帝国」 (free-trade Empire)を建設し，そうするこ
とによってイギリス工業家のマーケット・シュアを維持・拡大せんとする政策
である。
これを提案するに当ってエクロイドは，それが「一階級の利益を助成するも
のであってはならないし，農業人口を犠牲にして工業人口を救済するとか，或
はその逆のばあいのように，利己的な一方に偏した企図であってはならない」
(The Policy of Shelf-Help, p. i.)ことを自覚していたが，この点，彼にとって最
も気掛りとなったのは実は労働者階級の利害であった。というのは食糧差別関
税によって植民地からの食糧輸入を自由にし， 外国からのそれには課税 (10%
程度）するとなれば， それだけ「高いパン」 (dear loaf)となり， 自由貿易は
安いパン，保護貿易は高いパン，という昔から労働者が抱いてきた素朴な判断
によって，強い抵抗のあることが当然予想されたからである。すでに述べたよ
うに，彼らは選挙権をもち，組合を組織し，政治的に拾頭しつつあったので，
彼らを説得し， 自己陣営に引き入れることは， ェクロイドにとって最も重要
な仕事であったに違いない。彼が本書を公刊した主な目的もそこにあったよう
で， 「適当なあらゆる機会を捉えて労働者の注意を喚起し，彼らに実状とわれ
われの主張を穏やかに示すことは，政策の転換を要求すべきだと信じている者
にとって．，当面の任務である」 (p.i)といっている。
次に内容の紹介に入ろう。まず第一に彼が指摘したのは，自由貿易論者の主
張がいかに非現実的であるか，という点である。 「われわれはすべて自由貿易
が健全であり，望ましいことを認めると同時に，過去30年にわたる願いと一貫
して楽観的な予言にもかかわらず，自由貿易はたえず地歩を失ってきたことも
認めなければならない。これまで完全に裏切られてきた期待になお望みを托し
て漫然と日を送るのと，保護貿易制度がいっそう発展して，これから先30年の
間に次第にトルコ，支那，日本，南米諸国および植民地や自治領にまでそれが
広まっていったばあい（確かにそうなるだろう），いったいわが国の地位はどうな
っているか，ということをじっくり考えてみるのと，どちらが正しいであろう
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か。ここではっき言っておきたいことは，わが国の生産物が従来のように，将
来もますます外国市場から締め出されることは疑問の余地のないことである
が，そのばあい，わが国の実業家と労働者がどういう結果に陥るかということ
について，正しい検討をしないで，われわれが常にみてきたものは，とうてい
納得しがたいような漠然とした空しい願いの繰り返しに過ぎなかったのではな
いか，ということである」 (p.1)と彼はいう。
そして，彼はイギリスの外国貿易が現実にたどるコースは次のような三段階
ではないかという。
1. 無限の繁栄をとげる時期。この時期にはわが国に食糧と原料を供給して. . . . . . . . . . . . . . . . .
いる国々は，まだ自国のための工業手段を持たないので，必然的にそれと交換
にわが国の製品を受取らねばならない。 この期間はどんな保護関税を課して
も，わが国には影響はなく，むしろ彼らの犠牲を増すに過ぎないだろう。
2. 過渡期。この時期には，これらの国々は保護関税の援護の下に次第に自
らの工業を伸ばし，わが国の工業からますます独立していく。しかしまだこの
間は国内取引の発展と，半文明国の市場の伸びがあるから，十分発展を維持す
ることができる。
3. 収縮と困難の時期。この時期は同時に，稲密かつ複雑に組織化された人
口のため，必要な食糧の半分を輸入に仰がねばならない時期だが，われわれは
わが国が結局において交換を申し出なければならない工業製品を，敵対関税に
よって締め出そうとする国々を見なければならない。 (p. 2) 
そこで問題は外国の保護関税であるが，彼はそれに対する非難を通じてフェ
アー・トレイダーとしての自己の姿勢を明確に示そうと努める。
「多くの人々の頭の中で，外国の競争の影署と外国の保護関税のそれとは全
く混同されていることは明らかである。これら二つのことがらは全く別個のこ
とで，少しでも役立つ議論をするためには，この相違に注意しておかねばなら
ない。内外市場における外国の競争は，明敏な企業心，誠実と勤勉，時募が許
す程度の賃銀や物価を承認すること，実際的な教育の普及，すべての階層ー売
172 
W.F. ェクロイド『自助の政策』（荒井） 533 
手と買手，雇用者と労働者ーがそれぞれ浪費と怠慢を避けること，によって解
決できることである。しかし外国の保護関税に対してはこんな努力はすべて何
の役にも立たない。というのは一時的にそれを相殺することに成功しても，直
ちにそれが保護関税として十分効果を発揮しうるような率に引き上げてくるか
らである。
そこで私自身としては，これら二問のうちの第一の場合，われわれを援助す
るよう政府の措置を希望することには断然反対する。しかし，わが製品が外国
へ入る承認をえる手段として，外国の製品に課税することは必要である。た
だその場合， 切に望みたいことは， さような課税は全く一時的なものであっ
て，その存続期間は目的の達成までに限定してもらいたいということである。」
(p.7) 
つまり外国の「公正な競争」に対しては当然，工業家の自力で当るべきであ
るが，敵対関税のような「不公正な競争」に対しては，それを排除するために
政府の手を借りることもやむをえないことで，それは決して自由貿易の理念に
反するものではない，というのである。というのは，自由貿易というのは，互
に「対等の自由さ」 (equal freedom)或は「対等の（競争）条件」 (equalterm) 
を前提とする商品交換のことである (p.8)から，相手国の保護関税や輸出補
助金に見合う輸入関税（いわゆる相殺関税）を課し「公正な土俵」を作るよう政
府に望むことは妥当な要請だという見解をとるからである。
以上のように，ェクロイドがイギリス工業家のために求めるものは，彼らが
外国の工業家と対等の条件で公正な競争ができる場所，すなわち「公正な土
俵」であって，それ以上のものではない。したがって，もしそれをもあえて保
護関税の範疇に入れるとすれば，それはいわば防衛的保護関税であって，後進. . . . . . 
国のいわば攻撃的保護関税とは区別すぺきであろう。
(1) Ecroyd, "Fair Trade:'The Ninetee叫 C暉 tury',vol. X, 1881. においては，す
ペての外国工業製品に対して10%の輸入関税を課すべきであると主張している。 (W.
H.B. Court, British Economic History, 1870-1914, Commentary and Docu-
m暉 ts,1963. p. 432.) 
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4 
エクロイドのもう一つの重要な提案は帝国特恵制度による「自由貿易帝国」
の建設という構想である。彼は敵対関税によってイギリス工業製品を締め出そ
うとしている国々に国民の食糧が依存しているということは，極めて危険なこ
とだという。そしてイギリスは「工業製品を販売することによって，はじめて
その工業国民を養うことができる0)に，諸外国ではイギリス工業製品に対し
て，ますます固く門戸を閉ざそうとしているので」結局次のいずれかの道一一
すなわち， 「(1)わが国民とその産業は，この強制された需要の収縮に比例して
縮小さるべきか，それとも(2)現在多少の犠牲を払っても，わが工業製品を買っ
てくれる食糧生産者を帝国内に確保するために積極的な方策をとるべきか」
(p.10)—を選ばねばならないとし，ここに 3 億の人民を統合する最大の自由
貿易圏たる「自由貿易帝国」を建設するという遠大な構想を打ち出したのであ
る。
そこで，まずイギリス工業製品の顧客として，また食糧供給者としての植民
地の能力を検討する。 1877年の貿易統計によれば，人口 200万のオーストラリ
アは19,285,716ボンドのイギリス輸出品を受け入れたが，約4,000万の入口を
もつアメリカ合衆国は，わずか16,376,814ポンドしか買っていない。同年，人
口400万のカナダ（ニューファンドランドを含む）は7,613,547ポンドを受け入れた
が， 8,000万近い人口をもつロシアはわずか4,178,641ボンドしか買っていな
い。換言すれば，顧客としては 1人のオーストラリア人は16人のアメリカ人に
相当し， 1人のカナダ人は35人のロシア人に勝る計算になる。したがって差別
関税によって間接的に植民地を優遇し，あと400~500万人も植民すれば，植民
地の購買力は今日のアメリカとロシア向け輸出合計額に匹敵するだけの増加に
なるという（インドについては予測が困難なため除いている） (p. 10)他方，食糧供
給能力については今後の開発にまたねばならないが，それには是非とも差別関
税の力に頼らねばならないことを力説する。
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例えばカナダの場合， 200万平方マイル以上の農地と森林地があり，その約
二分のーが小麦地帯であって，アメリカと同じ条件でもって農業・牧畜を営む
ことができる。著者は「これらの資源およびわが帝国の他の地域における資源
を開発することは，われわれが直ちに精力的に取組まねばならない課題であ
る。しかし大規模の食糧生産や輸送組織ーアメリカはイギリス資本の援助の下
にすでに十分に発展しているーと取り組んで，迅速に開発をやり遂げるには，
差別関税の援助なしには不可能であろう」といい，そして，もしこの開発事業
が成功すれば，そこでは 200万のイギリス人が豊かに生活できるようになり，
イギリスが輸入する穀物・家畜・ベーコン・バター・チーズの半分を供給する
ことができるであろうという。 (p.12) 著者は続いてインドの開発に言及した
のち，「鉄鋼はかつてない安値であり，多くの資本と労働とが適当な雇用を求め
ていた」当時の事情からして，差別関税による開発促進政策は今こそ着手の好
機であると説く。なんとなれば，それによって次のような諸成果が期待された
からである。すなわち， 「その政策が直ちにもたらす結果は，鉄道その他に大
量の鉄需要が生じ，インドの為替事情が順調となり，貿易が促進され，あらゆ
る面で雇用が増大するだろうということである。しかも，その後には大量の絶
え間ない移民の流れが起こり，最初は必要な土木工事に，次いで新開拓地に定
住して農耕に従事することになるであろう。かくてわが国の農業家，製造工業
家，および商人は，国内に雇用を求める多くの資本とエネルギーがもたらす過
当競争から救われることになり，また労働者も供給過剰の労働市場による圧迫
から解放されるであろう。」 (p.13) つまり差別関税をてことして直ちに「自
由貿易帝国」の建設に着手することは当時の不況（今日の経済史家のいう「大不
況」）に対する克服策としても極めて有効適切だというのである。
しかし植民地の食糧供給力がイギリスの期待するレベルに上昇するまでの期
間，植民地からの輸入食糧は自由にし，外国からの輸入食糧に10彩の差別関税
を課することには，提案者自身，労働者階級の強い抵抗のあることを知ってい
た。自由貿易すなわち安いパンという 1世代にわたる彼らの素朴な観念は，依
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然として強固であったからである。これに対する著者の態度は要するに，将来
の大きな犠牲を予防するためには現在の小さな犠牲は甘受すべきである，とい
うことである。彼の弁明を聞いてみよう。
「私は自分の提案に対する強硬な反対論をいつも聞いている。それは，労働
者階級はわずかにしろ食糧品に輸入関税を課することは，たとえそれが労働者
の仕事や賃銀を守るための単なる手段に過ぎないものであっても決して黙認し
ないだろう，ということである。けれども労働者は労働組合の代表機関を通じ
て莫大な犠牲を払った結果，自らの判断によって，将来の利益を確保し，過当
競争の結末を避けるためには，現時点での損失を負担しなければならないこと
を覚悟したか，または日を追ってそれに傾きつつある。そこで，労働者もこの
問題に精通してきて，（彼等の生産物の輸入を認めない）外国人の国内における
不当競争から自らを救ってくれる政策であり，また輸入税（労働者に重い負担
を負わせ，労働者の雇用と賃銀率を最低レベルに抑えている）を納めて，やっ
てわが国の工業製品を受け入れるような国々に，食糧を依存しているという一
層重大な損失と危険からも救ってくれる政策とあらば，どんな一時的犠牲も黙
認するだろうし，さらに進んでその政策の採択を要求するようになるだろうと
信じている。」 (p.i)著者はまた植民地を一般外国並に冷遇することはやがて
イギリス帝国の崩壊を招き，イギリスが世界の二流国，三流国に転落すること
は必至だといい， (p.ii)さらに現状のままでは，外国の敵対関税の故にイギリ
スの工場労働者は週60時間も働かねばならなくなるだろうともいう。 (p.jv) 
（この点は後の版では削除されている） 将来，労働者の上に襲いかかってくるさま
ざまの重大な困難や不幸を思えば，今日，差別関税のために1096ていど食費の
負担が増大することは，極めて小さい犠牲ではないか，というのが彼の言分で
ある。
以上，ェクロイドの「帝国の統合と商工業の防衛のための提案」なるものの
内容を紹介したのであるが，要するに，一つは外国の保渡関税や輸出奨励金か
らイギリス産業を防衛するために外国工業製品に課税せよ， ということであ
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り，他の一つは食糧差別関税をてこにして自由貿易帝国を建設せよ，というこ
とであった。これら二つの提案は密接に関連しているが，彼は後者の「帝国の
統合」にいっそう大きい期待をかけていたようである。報復関税にしても相殺
関税にしても，当面の関税戦の最中において，さしあたり有効な働きをするに
は違いないが，関税戦に油を注ぐ危険がないわけではない。これに対して「帝
国の統合」は永続的にイギリス経済の安定と強固な防衛体制をもたらすと考え
ていたのではなかろうか。
例えば，著者は， 「あらゆる種類の土地と気候を包含し，制海権を掌握して
いる 3億人からなる自由貿易帝国 (freetrade Empire)」(p.5)とか， 「植民
地の与論や事業もイギリス関税同盟 (BritishZollverein) に賛同し，母国産業
を支持するのみならず，イギリスの商業，資本および移民をアメリカその他の
保護貿易国からわが属領へ強制的に方向転換させるであろう」 (p.22)とか，
或は「末来の全英語国民連邦 (FederalUnion of al English speaking Communi-
ties) というヴィジョンは彼ら〔英米人〕 により強大な力と富と平和の保障を
与えるだろう。またそのお蔭で彼らはキリスト教文化に基づく自由と秩序とい
うこの貴重な遺産を，かつて夢想だにしなかったほど広範囲の末開地に，分つ
ことができるようになるであろう。」 (p.25) というように， 「帝国の統合」
のほかに「自由貿易帝国」 「イギリス関税貿易同盟」 「全英語国民連邦」のご
とき種々の表現を用いいるが，ねらいはイギリス帝国という世界最大の自由貿
易プロックの建設にあった。
著者がそこにイギリスの活路を求めていたこ．とは第二書簡を結んだ次の文の
中に明らかに読みとることができる。
「われわれの第一の，そして最高の目的は帝国を統合・強化して，イギリス
その他の全市民に，若さあふれる偉大な国民に属し，各種の無尽蔵の資源をも
っているという意識を持たせることである。 (p.19)………われわれはお互に
（帝国）統合の原理を宣言し，希望をもってそれの実現に邁進しよう。イギリス
は全力を注ぐに足る偉大な事業に従事している。……•••イギリスは高遠で，し
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かも明確な目的のために，血と鉄によってではなく，堅忍不抜かつ平和な政策
によって，再び征服し統合すべき帝国をもっている。」 (p.20) 
5 
1873年の恐慌いらい，自由貿易政策の不信を訴える声は次第に高まってい
た。しかし錯雑した利害関係の故にそれらの不満を一つの政治力に結集するこ
とは容易なことではなかった。エクロイドの『自助の政策』はこれを成功に導
く唯一のプログラムとなった。かくて1881年，国民公正貿易同盟が結成され，
次の四点が主張された。すなわち， (1)すべての輸入食糧品に対して課税する。
ただし植民地からの輸入に対しては無税とする。 (2)帝国特恵制度を採用し，植
民地貿易を促進するために原料，食糧の輸入は自由とする。 (3)工業原料の輸入
は自由とする。 (4)イギリス工業製品に禁止的関税ないし保護関税を課する国々
からの工業製品に対しては報復関税を課する。
いらい同盟と自由貿易論者との間には激しい言論戦が繰り広げられ，特に輸
出不振の年には同盟の運動は活況を呈した。例えば1884年には， 449個所に支
部や通信所が設けられて， 436回に及ぶ公開の会合がもれれ， 40万を超えるパ
ンフレットやリーフレットが配布されたといわれている1)。そして1886-1887
年，運動は最高潮に達したが2), その後は次第に低調となり，結局，伝統的な
自由貿易政策の基調には変更をもたらすことなく，結成から 10年を経た 1891
年，同盟は遂に解体したのである。同盟の運動はなぜ不成功に終ったか。これ
については種々の理由があげられよう a)。例えば，沈滞していた輸出の立ち直
りといった外的要因もその一つであり，各産業間の利害の不一致という内的要
因もまた有力な一因であった。すなわち， 「フランスの毛織物を恐れた工業家
とアメリカ小麦を恐れた農業経営者との間，外国の苦汗工場を恐れた労働者と
補助金を恐れた精糖業者との間， には多くの重要な相違がみられた4)」ので
ある。その後，保護貿易のリーダーシップは農業経営者の手に移り， 「高いパ
ン」の再現を夢みた空しい闘いが続いたが，他方， 同盟の一部の後継者達は
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「連合帝国貿易同盟」 (United Empire Trade League) という新たな装いの下
に再出発したのである。
(1) Brown, op. cit., p. 131. 
(2) W.K. Hancock, Survey of British Commonwealth Affairs, 1918-1939, vol, I, 
1940. p. 80. 
(3) 高橋哲雄・前掲論文；拙稿• 前掲書 ・66ー 68ベージ。
(4) Brown, op. cit., p. 18. 
179 
